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福島県産業創出課



（１） 事業可能性調査の実施
ふくしま環境・リサイクル関連産業研究会会員から、早期の事業化が⾒込まれる案件を

募り、地域復興実⽤化開発等促進事業費補助⾦の活⽤等による実⽤化開発の前段階として
必要となる事業可能性調査※を実施
※ 提案内容に応じたビジネスプラン作成支援、事業推進自治体の掘り起こし、専門家と

のマッチング、連携企業とのマッチング等のコンサルティング

（２） 環境・リサイクル分野の浜通り地域におけるプロジェクト整理
浜通り地域において、既に事業化されているまたは事業化の⾒込みがあるプロジェクト

を網羅的に整理

○ 新たな事業化に必要な技術や投資規模を把握するため、統計資料等に基づく推計や、関係
自治体・団体や事業者へのヒアリング等により、太陽光パネル・炭素繊維・電池・石炭灰・
小型家電といった廃棄物等のストック量及び発⽣量（将来予測を含む）を定量的に把握する。

とりまとめ
先⾏事業の把握

８・９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

共通課題（排出量等調査）の実施

個別案件の事業可能性調査の実施
個別案件の
募集・採択

調査機関の募集

１．事業化コンサルティング

２．排出量等調査

市町村へのヒアリング 事業者と市町村とのマッチング

今年度のスケジュール

○ 環境・リサイクル関連産業推進事業（事業可能性調査）



○補助対象
① 浜通りにおいて実施

される実⽤化開発等
・浜通り15市町村

の企業等
・浜通り15市町村

の企業等と連携し
て実施する企業

事業内容事業内容

○廃炉や被災地域の復興を円滑に進めていくために
は、浜通り地域において、ロボット技術をはじめ
エネルギーや農業など多岐にわたる分野の研究開
発が実施され、これら技術や人材が同地域での産
業復興の原動⼒となることが期待される。

⺠間事業者
補助

福島県

平成３０年度当初予算（案）
６９．７億円

※当該補助制度の管理事務の一部を外部委託する。

国
補助

○イノベーション・コースト構想の重点分野につい
て、地元企業との連携等による実⽤化開発等を促
進し、浜通り地域の早期の産業復興を実現すべく、

①浜通り地域において実施される実⽤化開発等
②国際産学官共同利⽤施設への⼊居による実⽤化

開発等 などの費⽤を支援する。

事業の概要事業の概要

事業イメージ事業イメージ

○イノベーション・コースト構想推進事業
－ 地域復興実⽤化開発等促進事業 －

平成３０年２月１５日～３月１６日【継続】

平成３０年２月１５日～４月２０日【新規】

事業スキーム事業スキーム

募集期間募集期間

○補助率 大企業1/2
中小企業2/3

○対象分野
ロボット、エネルギー、
環境・リサイクル、
農林⽔産業、医療機器等



【概要】

地域復興実用化開発等促進事業及びふくしま環境・リサイクル関連産業研究会

のネットワークを活用し、浜通りにおける実証を加速していく。

○ 平成２９年度採択事業（継続７件、新規３件）

・新規な環境適合性樹脂の開発、

環境配慮型合成樹脂製造プロセスの開発［クレハ］

・炭素繊維リサイクル技術の実証開発［クレハ環境］

・植物由来・持続型資源新素材「ケナフ・ナノセルロース」の混合技術の実用化

開発［トラスト企画］

・日産リーフ使用済みリチウムイオンバッテリーによる電源開発［日産自動車］

・地域の再生可能エネルギーの最大活用を目指した下水汚泥処理システムの

実用化開発［ＩＨＩ］

・石炭灰リサイクル製品（再生砕石）製造技術の開発［福島エコクリート他］

・総合リサイクルセンターの処理スキーム開発［高良他］

相馬市

南相馬市

浪江町

富岡町

いわき市

・ハイブリット処理による未利用資源（コンクリートガラ、石炭灰等）の建設資

材としての有効建設資材としての利用事業の研究開発［ダイイチ］

・農林資源の有効成分への高効率な転換事業の実用化［グリーンアーム］



事業の目的

事業の概要

浜通り地域の早期の産業復興を図るため、福島
イノベーション・コースト構想の重点分野におい
て、地元企業や他地域の企業・大学等により様々
な実⽤化開発プロジェクトが進められている。今
後、各プロジェクトにおいて実⽤化の成果を最大
化させ、また、その後の本格的な事業化を推進さ
せるため、技術的・経営的側⾯から支援を⾏う。

福島ノベーション・コースト構想の重点分野に
おける実⽤化開発プロジェクト等を中心に、経
営・技術的な知⾒を有する人材を配置し、各種課
題の抽出・解決を図るとともに、経営戦略の構
築・⾒直し及び地元企業とのマッチング等を進め、
事業化に向けた伴⾛支援を⾏う。

○ 福島イノベーション・コースト構想重点分野等事業化促進事業

(一財)福島イ
ノベーショ

ン・コースト
構想推進機構

補助
福島県国

補助

事業スキーム（案）

業務内容

業務 内容

①事業化
支援

【経営支援】
企業訪問・面談、課題抽出・解決
（経営戦略の構築・⾒直し、資⾦調
達アドバイス）、販路開拓支援

【技術支援】
企業訪問・面談、課題抽出・解決
（産学官との連携・橋渡し）、大学・
研究機関・企業等とのマッチング

②ビジネス
マッチング

ふくしまみらいビジネス交流会の開催
(開催数：2回、場所：15市町村内)

③販路開
拓等支援

販路開拓等への支援
（風評被害の払拭や販路拡大を目的
に浜通り企業等が実施する販路開拓・
商品開発等に要する経費を支援）

平成３０年度当初予算（案）
１９３，６７６千円



� 一般財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構は、本構想推進の中核的な機関となることを目指
し、平成29年７月25日に福島県が設⽴した機構。

� 福島復興再⽣特別措置法に基づく「重点推進計画」においても、推進機構を本構想推進の主要な実施主体と
して位置付け、国家プロジェクトである本構想の具体化を進めていく。

実用化開発の事業化支
援やビジネスマッチン
グの開催など、産業集
積を促進する取組を進
めます。

教育・人材育成
浜通り地域等で
の大学等の教育
研究活動や、初
等中等教育のイ
ノベーション人
材育成を支援し
ます。

交流人⼝の拡⼤

公の施設の管理運営
今後福島県が
整備予定の拠
点について、
県と一体と
なって管理・
運営等の準備
を進めます。

情報発信

シンポジウム
の開催など、
総合的な情報
発信を進めま
す。

拠点の活⽤や地
域の新たな魅⼒
創造など、交流
人口の拡大に取
組みます。

推進機構

相双機構

等

相双機構
(官⺠合同T)

等

ハイテクプラザ
等

技術相談・支援 等

事業化に向けた
コンサルティング支援 等

進出企業と地元企業
とのマッチング支援 等

＜推進機構を軸とした本事業の支援体制＞

相談

連携連携

支援

支援

支援
重点分野の事業化支援・産業集積

事業者



日時：平成３０年３月２５日（日）１３：３０－
場所：郡山ビューホテルアネックス
主催：
(一財)福島イノベーション・コースト構想推進機構、
福島県、復興庁、経済産業省

■ 特別講演
○ 日産自動⾞(株) 副社⻑ 坂本 秀⾏ 氏
〇 (株)舞台ファーム 代表取締役 針⽣ 信夫 氏
〇 慶應義塾大学政策・メディア研究科

特任助教 南 政樹 氏

■ 事例講演
○廃炉・放射線分野

(株)ふたば 代表取締役社⻑ 遠藤 秀文 氏
○ロボット分野

楽天(株) ドローン事業部
ジェネラルマネージャー 向井 秀明 氏

○エネルギー分野
(株)ＩＨＩ ソリューション統括本部
エンジニアリング部 主査 真弓 敦 氏

○環境・リサイクル分野
福島エコクリート(株) 代表取締役 横田 季彦 氏

○農林⽔産分野
農業⽣産法人 (株)カトウファーム
代表取締役 加藤 晃司 氏、専務取締役 加藤 絵美 氏

○教育・人材育成分野
ふたば未来学園校⻑ 丹野 純一 氏



（一社）石炭エネルギーセンター、日本国土開発(株)、新和商事(株)が特定事業目的会社を
設⽴し、⽕⼒発電所から発⽣するフライアッシュを主原料として人⼯砕石を製造するもの

石炭⽕⼒発電所
（福島県内）

石炭灰
(フライアッシュ)

福島エコクリートへ運搬

石炭灰混合材料
（人⼯砕石）を製造

復興⼯事等への活⽤

福島エコクリート(株)
［プラントイメージ］

事業概要

H30.3.16
開業披露式



（一社）石炭エネルギーセンター、日本国土開発(株)、新和商事(株)が特定事業目的会社を
設⽴し、⽕⼒発電所から発⽣するフライアッシュを主原料として人⼯砕石を製造するもの

石炭⽕⼒発電所
（福島県内）

石炭灰
(フライアッシュ)

復興⼯事現場へ運搬

福島エコクリートへ運搬石炭灰混合材料
（人⼯砕石）を製造

復興⼯事等への活⽤

福島エコクリート(株)
［プラントイメージ］

福島⺠報
H29.12.２付け

事業概要

H30.3.16
開業披露式


